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第１ 監査の概要

１ 監査のテーマ

法令等に基づき県が行う団体等に対する検査等について

２ 監査の目的

県では、法令等に基づき、教育、福祉、医療、環境、食品衛生等多岐にわたる分野

において、団体、施設、事業者等（以下「団体等」という。）に対し、各種の検査、

監査等（以下「検査等」という。）を実施している。

これらの検査等を県が適切に実施することは、団体等の業務の適正化及び健全な運

営の確保につながり、県民生活の安全及び安心に資するものである。

このため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第2項の規定に基づく行政監

査として、県が実施している団体等に対する検査等の実施状況を、今後の検査等の改

善に資するため、適正性、効率性及び有効性等の観点から監査することとした。

３ 監査対象

全部局に対し事前調査として、平成２７年度における検査等の状況について、目的

及び内容、対象団体、検査等の体制、検査等の実績等を調査した。その結果、１９３

件の検査等が確認された。

監査の対象は、事前調査で確認した検査等の中から次の事項を勘案して抽出し、次

の表の検査等とした。

・県が設立認可等を行った団体等に対し設立後に実施するもの

・県民生活にかかわりの深いもの

・全国的に発生した不祥事に関係するもの

【監査対象の検査等】３４件（２２所属）

番号 検査等の名称 根拠法令等 担当所属

１ 奈良県公益法人等立 公益社団法人及び公益財 総務部総務課

入検査 団法人の認定等に関する

法律第５９条第２項にお
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いて読み替えて適用する

同法第２７条第１項

２ 高圧ガス保安法に基 高圧ガス保安法第３５条 地域振興部エネルギ

づく保安検査 第１項 ー政策課

３ 液化石油ガスの保安 液化石油ガスの保安の確 地域振興部エネルギ

の確保及び取引の適 保及び取引の適正化に関 ー政策課

正化に関する法律に する法律第８３条第３項、

基づく立入検査 第４項

４ 学校法人調査 私立学校法第６条、私立 地域振興部教育振興

学校振興助成法第１２条 課

５ 旅行業の立入検査 旅行業法第２６条 地域振興部観光局な

らの観光力向上課

６ 社会福祉法人及び社 社会福祉法第５６条（社 健康福祉部監査指導

会福祉施設の指導監 会福祉法人）、老人福祉 室

査 法第１８条（特別養護老

人ホーム、養護老人ホー

ム）、社会福祉法第７０

条（軽費老人ホーム、障

害者支援施設）、児童福

祉法第４６条（児童福祉

施設）、就学前の子ども

に関する教育、保育等の

総合的な提供の推進に関

する法律第１９条（幼保

連携認定こども園）、生

活保護法第４４条（救護

施設）

７ 介護保険施設等及び 介護保険法第２４条（介 健康福祉部監査指導

障害福祉サービス事 護保険施設等の実地指 室

業者等の実地指導及 導）、介護保険法第７６
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び監査 条から第７７条まで、第

８３条から第８４条まで、

第９０条、第９１条の２、

第９２条、第１００条、

第１０３条、第１０４条、

第１１５条の７から第１

１５条の９まで、旧介護

保険法第１１２条、第１

１３条の２、第１１４条

（介護保険施設等の監査）、

障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援す

るための法律（以下「障

害者総合支援法」という。）

第１１条第２項、児童福

祉法第５７条の３の３（障

害福祉サービス事業者等

の実地指導）、障害者総

合支援法第４８条から第

５０条まで、第５１条の

２７から第５１条の２９

まで、児童福祉法第２１

条の５の２１から第２１

条の５の２３まで（障害

福祉サービス事業者等の

監査）

８ 介護及び障害福祉サ 介護保険法第１１５条の 健康福祉部監査指導

ービス事業者業務管 ３３、第１１５条の３４、 室

理体制確認検査 障害者総合支援法第５１

条の３、第５１条の４、
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第５１条の３２、第５１

条の３３、児童福祉法第

２１条の５の２６、第２

１条の５の２７、第２４

条の３９、第２４条の４

０

９ 有料老人ホームに対 老人福祉法第２９条第９ 健康福祉部長寿社会

する調査 項 課

１０ 児童厚生施設指導監 児童福祉法施行令第３８ 健康福祉部こども・

査 条 女性局子育て支援課

１１ 認可外保育施設立入 児童福祉法第５９条 健康福祉部こども・

調査 女性局子育て支援課

１２ 医療法第２５条第１ 医療法第２５条第１項 医療政策部地域医療

項の規定に基づく立 連携課

入検査

１３ 社会医療法人の認定 社会医療法人の認定につ 医療政策部地域医療

要件の確認 いて（H20.3.31 医政発 連携課

第0331008号 厚生労働省

医政局長通知）第３の４

（５）

１４ 柔道整復師法第２１ 柔道整復師法第２１条第 医療政策部地域医療

条に基づく立入検査 １項 連携課

１５ 医薬品医療機器等一 医薬品、医療機器等の品 医療政策部薬務課

斉監視指導 質、有効性及び安全性の

確保等に関する法律第６

９条、毒物及び劇物取締

法第１７条

１６ 旅館業法に基づく立 旅館業法第７条第１項 くらし創造部消費・

入検査 生活安全課

１７ 消費生活協同組合に 消費生活協同組合法第９ くらし創造部消費・
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対する指導検査 ４条第２項 生活安全課

１８ 食品の製造・加工・ 食品衛生法第２８条 くらし創造部消費・

販売施設に対する検 生活安全課

査及び収去

１９ と畜場衛生監視 と畜場法第１７条 くらし創造部消費・

生活安全課

２０ 水質汚濁防止法に係 水質汚濁防止法第２２条 くらし創造部景観・

る立入調査 第１項 環境局環境政策課

２１ 一般廃棄物処理施設 廃棄物の処理及び清掃に くらし創造部景観・

に係る立入検査 関する法律第１９条第１ 環境局廃棄物対策課

項

２２ 産業廃棄物処理業者 廃棄物の処理及び清掃に くらし創造部景観・

等に係る立入検査 関する法律第１９条第１ 環境局廃棄物対策課

項

２３ 計量法に基づく立入 計量法第１４８条 産業・雇用振興部産

検査 業振興総合センター

２４ 職業能力開発促進法 職業能力開発促進法第７ 産業・雇用振興部雇

に基づく業務及び会 ４条第１項、第９０条 用政策課

計実地検査

２５ 卸売業者に対する検 奈良県中央卸売市場条例 農林部中央卸売市場

査 第８１条第１項

２６ 水産業協同組合常例 水産業協同組合法第１２ 農林部農業水産振興

検査 ３条第４項 課

２７ 農薬販売店立入検査 農薬取締法第１３条第１ 農林部農業水産振興

項 課

２８ 農業協同組合検査 農業協同組合法第９４条 農林部農業経済課

第３項、第４項

２９ 農業共済組合検査 農業災害補償法第１４２ 農林部農業経済課

条の２、１４２条の３

３０ 森林組合常例検査 森林組合法第１１１条第 農林部林業振興課
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４項

３１ 建設業法第３１条に 建設業法第３１条 県土マネジメント部

基づく立入検査 建設業・契約管理課

３２ 建築士事務所立入指 建築士法第２６条の２ 県土マネジメント部

導 まちづくり推進局建

築課

３３ 徴収収納委託先検査 地方自治法施行令第１５ 会計局会計課

８条第４項、第１５８条

の２第３項

３４ 警備業者に対する立 警備業法第４７条 警察本部生活安全部

入検査 生活安全企画課

４ 監査の実施時期

平成２８年５月から平成２９年３月までの期間に実施した。

５ 監査の実施方法

監査対象の所属から監査調書による報告を受け、必要に応じ、関係資料の提出を求

め、聞き取り調査を行った。

６ 監査の着眼点

監査の実施に当たっては、次の項目を主な着眼点とした。

（１）実施要綱、検査基準、マニュアル等が整備されているか。

（２）検査等の実施計画の策定状況及び実施状況は適切か。

（３）検査等の実施体制（組織、人員、研修）の状況は適切か。

（４）関係機関との連携は十分なされているか。

（５）検査等の実施内容は適正で効果的か。

（６）検査等結果の取扱い（公表、勧告、改善確認等）は適切か。

（７）不適正事案等に対する対応は適切か。
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第２ 監査の結果

監査の結果の概要は、次のとおりである。なお、各検査等の状況は、後掲の個別表の

とおりである。

１ 実施要綱等の整備状況

実施要綱等の整備状況は、[表１]のとおりである。

２２事務で、実施体制、実施計画、検査項目、適否の判断基準、実施手順等を定め

た実施要綱等が整備されていた。整備された実施要綱等は、国の要綱等に準じて作成

したもの、県独自で作成したものなどとなっていた。

国等が定めた実施要綱等を適用するものもあるが、１２事務については実施要綱等

を整備していなかった。

[表１]実施要綱等の整備状況

している していない

実 施 要 綱 等 の 整 備 ２２ １２

２ 実施計画の策定状況及び実施状況

（１）実施計画の策定状況

実施計画の策定状況は、[表２]のとおりである。

２５事務で、毎年度、個別の実施箇所、実施箇所数、実施期間、重点項目、実施

頻度等を定めた実施計画が策定されていた。

実施計画を策定していなかった９事務については、検査等の目的及び内容から、

あらかじめ実施箇所や実施箇所数等の計画を定めて行う検査ではなく、法令等に違

反する疑いがある場合など必要に応じて検査等を行うものなどであった。

[表２]実施計画の策定状況

している していない

実 施 計 画 の 策 定 ２５ ９

（２）実施計画の実施状況

実施箇所数の設定及び達成の状況は、[表３]のとおりである。
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２５事務で検査等の実施箇所数を実施計画に設定しており、そのうち、１７事務

で実施箇所数の達成ができていた。

検査等の実施箇所数を実施計画に設定していない９事務については、法令等に違

反する疑いがある場合に必要に応じて実施するものであった。

実施箇所数の達成ができていなかった８事務については、検査を行う職員数の不

足、業務の多忙等を理由とするものであった。

[表３]実施箇所数の設定及び達成の状況

している していない

実 施 箇 所 数 を 設 定 ２５ ９

実 施 箇 所 数 を 達 成 １７

実施箇所数を未達成 ８

３ 実施体制の状況

（１）実施機関

検査等を行う機関は、本庁のみ、本庁と出先機関、出先機関のみで行うものと検

査等の内容により異なっていた。

（２）検査等従事人数等

検査等に従事する人数の状況は、[表４]のとおりである。

職員２名以上で実施したものが３２事務、職員１名で実施していたものが１事務

であった。

職員１名で実施していたものは、専門家（獣医師）によるものであった。

また、検査等の内容によって、３～６名体制で６～７日をかけて検査等をしてい

たものから、１名で１～３日で検査等をしていたものまで体制は様々であった。

[表４]検査等従事人数の状況

２人以上 １人 定めていない

検 査 等 従 事 人 数 ３２ １ １
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（３）立入検査証

立入検査証の交付状況は、[表５]のとおりである。

２７事務で、立入検査証の交付に係る規定があり、立入検査証を作成のうえ、担

当者に交付していた。

高圧ガス保安法に基づく保安検査、学校法人調査など７事務については、立入検

査証の交付に係る規定がなかった。

[表５]立入検査証の交付状況

している していない

立 入 検 査 証 の 交 付 ２７ ７

４ 職員研修等の状況

職員研修等の実施状況は、[表６]のとおりである。

３２事務で、研修等を実施していた。そのうち、１１事務で、本庁担当課等による

内部研修が実施されていた。１８事務で、国や関係機関が実施する外部研修への参加

をしていた。また、これら以外に、事例の検討会を行っているものや現場での検査等

を通じて研修を行っているものもあった。

一方で、研修等を行っていない２事務については、専門職が同行し検査をするもの

などであった。

[表６]職員研修等の実施状況

している していない

職 員 研 修 等 の 実 施 ３２ ２

内 部 研 修 １１

外 部 研 修 １８

そ の 他 の 取 組 ２３

※重複回答あり
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５ 関係機関との連携

関係機関との連携としては、国又は市町村との合同検査、国又は市町村との情報共

有、県庁内関係課等との情報共有などの取組がなされていた。

６ 検査等の実施

（１）検査重点項目の設定

検査重点項目の設定状況は、[表７]のとおりである。

限られた時間内で、効率的な検査等を行うため、１３事務で検査重点項目を設定

していた。

設定に当たっては、国の通知等を参考にしていた。

[表７]検査重点項目の設定状況

している していない

検査重点項目の設定 １３ ２１

（２）無通告検査の実施

無通告検査の状況は、[表８]のとおりである。

緊急を要する場合など検査の性格上事前の通告を行うことが適切でないときは、

検査を無通告で実施していた。

１３事務で、無通告検査を実施していた。

[表８]無通告検査の状況

している していない

無 通 告 検 査 の 実 施 １３ ２１

（３）検査等の効率化等

検査等を効率化するためにしている取組として次のようなものがあった。

・検査項目ごとに適否を判断できるチェックリストの作成

・検査担当者間で検査前の打合せ

・団体等に対する自己点検シートの提出要求
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・効率的な実地検査ルートの設定

（４）団体等の内部牽制機能に関する検査

団体等の内部牽制機能に関する検査の状況は、[表９]のとおりである。

１２事務で、対象団体等における組織内での監査の実施状況やチェック体制など

の内部牽制機能に関する検査がなされていた。検査で、対象団体等内部の監査報告

書、理事会の運営状況、現金の管理体制、規約等の整備状況などを確認していた。

[表９]団体等の内部牽制機能に関する検査

している していない

内部牽制機能の検査 １２ ２２

７ 検査等の結果

（１）結果の報告・復命

検査結果の報告・復命の状況は、[表１０]のとおりである。

３２事務で、検査結果について書面での復命・報告が行われていた。復命書等に

は、検査内容を明記した調書やチェックシートなどが添付されていた。

復命・報告をしていない２事務については、検査等の実績がないものであった。

[表１０]結果の報告・復命の状況

している していない

検査結果の報告・復命 ３２ ２

（２）指導基準等の設定

指導基準等の設定の状況は、[表１１]のとおりである。

３０事務で、検査等の実施の結果を受けて行う指導の基準として、指導基準等の

設定があった。

指導基準等がない４事務については、検査等の性格上基準を一律に定めることが

できないなどの理由であった。
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[表１１]指導基準等の設定の状況

有 無

指 導 基 準 等 の 設 定 ３０ ４

（３）検査結果の通知、是正状況の報告徴収等の状況

検査結果の通知、是正状況の報告徴収等の状況は、[表１２]のとおりである。

３２事務で、検査結果の通知が文書、口頭等で行われていた。

検査結果の通知をしていない２事務については、検査等の実績がないためであっ

た。

２８事務で、是正状況の報告徴収を行っていた。是正状況の報告徴収については、

文書のみの提出を求めるものが多かったが、証拠写真の送付などの提出を求めてい

るものもあった。

是正状況の報告徴収をしていない６事務については、改善を要する事項がないた

めなどであった。

是正状況の報告を受けた全ての２８事務で、是正措置の確認を行っていた。是正

措置の確認については、書面のみ又は書面若しくは口頭で確認しているものが多か

ったが、実地で確認するとしたものもあった。

[表１２]検査結果の通知、是正状況の報告徴収等の状況

している していない

検 査 結 果 の 通 知 ３２ ２（検査実績がない）

是正状況の報告徴収 ２８ ６（改善事項がない）

是 正 措 置 の 確 認 ２８ ６（改善事項がない）

（４）検査結果の関係団体等への情報提供

検査結果の関係団体等への情報提供の状況は、[表１３]のとおりである。

公益法人等立入検査など１０事務で、同様の不適正な事案が発生しないように関

係団体等に周知し注意喚起を図るために、会議や研修会、ホームページへの掲載な

どにより情報提供がなされていた。
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[表１３]検査結果の関係団体等への情報提供の状況

している していない

検査結果の関係団体等 １０ ２４

への情報提供

８ 不適正事案等への対応

県内での不適正事案等について苦情や情報提供を受けた場合に、実地検査等により

事実内容を確認して改善させるとともに、県外で不適正事案等が発生した場合におい

ても、文書や研修会等での注意喚起又は立入検査が行われていた。

９ 検査結果の総括・分析

検査結果の総括・分析の状況は、[表１４]のとおりである。

２２事務で、指摘事項の傾向など検査結果の総括・分析が行われていた。その中に

は、検査等の実施状況をとりまとめて、次年度の検査等の計画、重点項目等に反映さ

せる取組がなされているものや国に報告しているものがあった。

[表１４]検査結果の総括・分析の状況

している していない

検査結果の総括・分析 ２２ １２

第３ 監査の意見

１ 未実施又は実施頻度が少ない検査について

法令により１年に１回以上の検査を行うことが必要とされているにもかかわらず、

実施されていない検査の事務が認められた。検査の実施に向けて計画中とのことであ

るが、検査の必要性を十分に認識し、早急に実施されたい。（児童厚生施設指導監査）

また、法令により毎年１回を常例として検査しなければならないこととされている

にもかかわらず、その頻度では実施できていない検査の事務があった。所定の頻度で

実施するよう努められたい。（水産業協同組合常例検査、森林組合常例検査）
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さらに、県の要綱でおおむね６年に１回検査を実施することとしているが、実施計

画に従って検査すると、この実施頻度が達成できない事務があった。事業所数、サー

ビス内容等の実態を勘案して要綱を見直すことも含め、要綱で規定する実施頻度で検

査を実施するよう努められたい。（介護及び障害福祉サービス事業者業務管理体制確

認検査）

２ 検査等の実施計画の策定と実施について

検査等を行うために実施計画を策定し、実施箇所、時期、重点事項、実施頻度等を

あらかじめ定めることは、検査等を確実に行う上で有効な方法である。

多くの検査等の事務で実施計画が定められていたが、一部の検査等の事務について、

計画した検査等の数を実施できなかったものが認められた。計画どおり実施できなか

った理由について十分に検討し、実施計画を見直すことも含め、計画どおりに検査等

を実施できるよう努められたい。（医薬品医療機器等一斉監視指導、旅館業法に基づ

く立入検査）

３ 書面のみによる定期検査について

定期検査について、原則として書面のみで実施し、立入調査を行っていない事例が

認められた。全国的には高齢者の虐待等の事例があり、厚生労働省からも定期的に立

入調査を実施されたいとの見解が示されていることから、定期的な立入調査を実施す

る必要がないか検討されたい。（有料老人ホームに対する調査）

４ 実施体制等について

検査等の事務に従事する職員は、事故、紛争等を避けるために２人以上であること

が望ましいと思われるが、一部を除き、２人以上で実施されていた。検査等の内容に

より、検査に携わる職員の人数、日数等は様々であった。

今後とも、実施体制や実施の方法については、時宜に応じた適切な見直しに取り組

まれるとともに､検査等の目的を達成するために必要な人員と時間を確保できるよう

努められたい。（全般）

５ 職員の研修等について
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検査等を適切に行うためには、検査等に従事する職員が必要な知識及び技能を身に

つけていなければ実効ある指導監督を行うことができない。このため、検査等に従事

する職員の資質向上を図るための研修は欠かせない。

多くの事務では、職員研修に関して、本庁担当課等による内部研修の実施、国や関

係機関が実施する外部研修への参加、必要に応じて課内での打合せ、情報共有など職

員の資質向上の取組がなされていた。

今後も引き続き、担当職員が業務知識を十分修得し、検査等の質を向上できるよう、

研修機会の確保、研修内容の充実に積極的に取り組まれるとともに、業務知識や経験

が豊富な職員から検査等の知識及び技能が継承されるよう努められたい。（全般）

６ 実施要綱等の整備について

検査等において、実施要綱等は、検査等の目的、対象団体等の範囲、実施内容等を

明確化し、検査等の事務を遂行する上で重要な役割を果たすものである。多くの検査

等については実施要綱等が定められているが、国等が定めた実施要綱等をそのまま適

用できる場合を除き、実施要綱等を定めていない検査等の事務については、策定する

必要がないか検討をされたい。また、既に実施要綱等を整備している検査等の事務に

ついては、社会情勢の変化等により改正が必要になっていないか適宜見直しを検討さ

れたい。（全般）

７ 検査等の実施結果の活用について

検査結果については、関係団体等を対象とした会議等で周知し、注意を喚起する取

組を行っている事例があった。

このように、検査等により不適正な事案が発見された場合は、同様の事例が発生し

ないように関係団体等に周知し注意喚起するなど、検査等の実施結果を活用すること

が重要である。

今後、このような取組が実施されていない検査等については、新たに実施できない

か検討されたい。（全般）
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【各検査等の状況（個別表）】

整理番号：１

検査・監査名 奈良県公益法人等立入検査

検 根 拠 法 令 等 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５９条

査 第２項において読み替えて適用する同法第２７条第１項

等

の 目的及び内容 公益法人の事業の適正な運営を確保するため、公益法人の運

概 営組織及び事業活動の状況又は帳簿、書類その他の物件の検査

要 を実施する。

対象及び対象数 奈良県所管公益社団法人及び公益財団法人１００法人

実 施 数 ３５法人

法令・要綱等に ３年に１回

基づく実施頻度

所 管 部 課 総務部総務課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 総務課公益法人係 ４名

等 ２ 実施内容

の １法人当たり、総務課職員２～３名が６時間で実施してい

状 る。

況 ３ 実施職員に対する研修等

外部研修として、内閣府主催の研修に参加している。

能力開発研修を利用、OJT(新任職員にベテラン職員がつい

て検査）を行っている。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成している。

２ 実施計画の作成

毎年度、個別の実施箇所、実施箇所数、実施期間、対象団

体等への検査の実施頻度を決めた計画を作成している。

３ 計画に対する実施状況

計画数：３５法人

実施数：３５法人

４ 実施頻度

３年に１回

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有
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２ 手法

実地

３ 関係機関との連携

法人に対し出資、許認可等を行っている県関係課と連携し、

関係課が許認可等に係る指導、命令等を行った場合は、総務

課へ情報提供を行う。立入検査の実施に際し、関係課へ事前

通知を行う。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

監事が監査したうえで理事会に監査報告を行い、監査報告

義務を果たしているか、監査報告書や議事録、聞き取りで確

認を行う。

５ 検査方法の見直し

行っていない。

結 果 １ 報告・復命

課長へ復命

実施報告書で奈良県公益認定等審議会へ報告

２ 実施結果通知方法

検査等実施１～２か月後に文書で通知する。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

結果通知等から２か月後に文書で報告させる。

改善状況については、実地、書面、口頭で確認している。

４ 指導事項等の状況

２０７件

５ 検査状況の総括・分析等

次年度４月に、よくある指摘事項を総括・分析している。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っている。

不適正事案への 事案なし

対応

個 特になし

別

意

見
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整理番号：２

検査・監査名 高圧ガス保安法に基づく保安検査

検 根 拠 法 令 等 高圧ガス保安法第３５条第１項

査

等 目的及び内容 高圧ガスの爆発その他災害が発生するおそれがある製造のた

の めの施設の維持を行い、公共の安全確保を図るため、高圧ガス

概 の災害等が発生するおそれがある製造のための施設（以下「特

要 定施設」という。）の維持状態を確認する。

対象及び対象数 高圧ガス第一種製造者（特定施設を有する団体）１０１事業所

実 施 数 ３１事業所

法令・要綱等に １～３年に１回

基づく実施頻度

所 管 部 課 地域振興部エネルギー政策課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 エネルギー政策課エネルギー保安係 ４名

等 ２ 実施内容

の １事業所当たり、エネルギー政策課職員２名が１～２時間

状 ３０分で実施している。

況 ３ 実施職員に対する研修等

外部研修として、高圧ガス保安協会主催のセミナー等に参

加している。

現場で検査時に直接指導している。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成していない。（法令に準拠）

２ 実施計画の作成

毎年度、個別の実施箇所、実施箇所数、実施期間、対象団

体等への検査の実施頻度を決めた計画を作成している。

３ 計画に対する実施状況

計画数：３２事業所

実施数：３１事業所

４ 実施頻度

１～３年に１回

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

無（法令に準拠しているため）

２ 手法
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実地、書面

設備の技術基準を満たしているかの判断が実地だけでは不

可能な場合は書面を利用

３ 関係機関との連携

行っていない。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

行っていない。

５ 検査方法の見直し

行っていない。

結 果 １ 報告・復命

課長へ復命

２ 実施結果通知方法

検査当日に口頭で伝える。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

部品等の交換を必要とするときは検査当日に納入期限を聞

き取り、改善後遅滞なく報告を求める。届出、許可の義務が

生じるものについては申請をもって改善報告とする。

改善状況については、書面で確認している。許可申請が生

じる事項については実地での完成検査を実施

４ 指導事項等の状況

０件

５ 検査状況の総括・分析等

行っていない。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っていない。

不適正事案への 事案なし

対応

個 特になし

別

意

見
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整理番号：３

検査・監査名 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に基

づく立入検査

検 根 拠 法 令 等 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（以

査 下「液化石油ガス法」という。）第８３条第３項、第４項

等

の 目的及び内容 液化石油ガスによる災害を防止し、液化石油ガス法の執行の

概 適正化を図るため、販売事業者の契約、設備管理状況等、保安

要 機関の保安業務実施状況等を確認・指導する。

対象及び対象数 液化石油ガス販売事業者３２３者、保安機関３０６者

実 施 数 販売事業者７９者（８０事業所）、保安機関７４者（７５事業

所）

法令・要綱等に ４年に１回以上

基づく実施頻度

所 管 部 課 地域振興部エネルギー政策課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 エネルギー政策課エネルギー保安係 ４名

等 ２ 実施内容

の １者当たり、エネルギー政策課職員２名が０．５～２．５

状 時間で実施している。

況 ３ 実施職員に対する研修等

外部研修として、高圧ガス保安協会や（一社）近畿液化ガ

ス保安協議会主催の勉強会等に参加している。

現場で検査時に直接指導している。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成している。

２ 実施計画の作成

毎年度、個別の実施箇所、実施箇所数、重点事項、対象団

体等への検査の実施頻度を決めた計画を作成している。

３ 計画に対する実施状況

計画数：－

実施数：販売事業者 ７９者（８０事業所）

保安機関 ７４者（７５事業所）

４ 実施頻度

４年に１回以上

２～３年に１回以上（文書指導を行った事業者）
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基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有

２ 手法

実地

３ 関係機関との連携

行っていない。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

行っていない。

５ 検査方法の見直し

行っている。

結 果 １ 報告・復命

課長へ復命

２ 実施結果通知方法

検査等実施１か月以内に文書で通知する。検査当日、軽微

な指導は口頭で伝える。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

改善が終了するまで毎月５日までに前月分を文書、写真で

報告させる。

改善状況については、実地、書面で確認している。

４ 指導事項等の状況

７３件

５ 検査状況の総括・分析等

年度末に、平成２５～２７年度で県内全事業所（消費者数

３０戸未満の少数販売店除く。）を検査し、指摘事項等につ

いて統計を算出している。また、事業者ごとに１５点満点の

ランク付けを行う。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っていない。

不適正事案への 事案なし

対応

個 特になし

別

意

見
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整理番号：４

検査・監査名 学校法人調査

検 根 拠 法 令 等 私立学校法第６条、私立学校振興助成法第１２条

査

等

の 目的及び内容 学校法人及び私立学校が、学校教育法、私立学校法及び私立

概 学校振興助成法等に基づき、適切に運営されているかを確認し、

要 必要に応じて指導等をすることにより私立学校の適正かつ安定

運営をはかるため、学校法人の運営、学校経営、補助金の使用

状況等について指導監督等を行う。

対象及び対象数 奈良県知事が所轄する学校１００校（園）、学校法人４９法人

実 施 数 ４９法人

法令・要綱等に １年に１回

基づく実施頻度

所 管 部 課 地域振興部教育振興課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 教育振興課私学係、教育企画係（教員のみ） ７名

等 ２ 実施内容

の １法人当たり、教育振興課職員２～４名が２～３時間で実

状 施している。

況 ３ 実施職員に対する研修等

検査マニュアルを活用し、課内で打合せを行い、当該年度

の検査項目等の確認を行っている。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成している。

２ 実施計画の作成

毎年度、個別の実施箇所、実施箇所数、実施期間、重点事

項を決めた計画を作成している。

３ 計画に対する実施状況

計画数：４９法人

実施数：４９法人

４ 実施頻度

１年に１回

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有
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２ 手法

実地、書面

対象団体が多いため、小中高設置法人及び幼稚園設置法人

については、隔年で実地検査を行っている。

３ 関係機関との連携

行っていない。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

監査報告書の確認、事務執行体制、マニュアル等の確認

５ 検査方法の見直し

行っている。

結 果 １ 報告・復命

課長へ復命

２ 実施結果通知方法

検査等実施約３週間後に文書で通知、口頭で伝える。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

結果通知等から約１か月後に文書、口頭で報告させる。

改善状況については、書面、口頭で確認している。

４ 指導事項等の状況

１６件

５ 検査状況の総括・分析等

９月下旬に、指摘事項が多かった事項を総括・分析してい

る。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っている。

不適正事案への 他県で発生した広域通信制高校の就学支援金不正受給事件に対

対応 し、文部科学省による調査の実施及びガイドライン策定の通知

個 特になし

別

意

見
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整理番号：５

検査・監査名 旅行業の立入検査

検 根 拠 法 令 等 旅行業法第２６条

査

等 目的及び内容 旅行業等を営む者の業務の適正な活動を促進することにより、

の 旅行業務に関する取引の公正な維持、旅行の安全の確保及び旅

概 行者の利便の増進を図るため、必要な限度において、旅行業者

要 等の営業所又は事務所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を

検査する。

対象及び対象数 奈良県知事登録旅行業者７０団体

実 施 数 ６団体

法令・要綱等に 定期（１年に１回（通常検査））

基づく実施頻度 その他必要に応じて実施

所 管 部 課 地域振興部観光局ならの観光力向上課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 ならの観光力向上課 ４名

等 ２ 実施内容

の １団体当たり、ならの観光力向上課職員２名が半日程度で

状 実施している。

況 ３ 実施職員に対する研修等

指導事項の多い項目や検査の要点について事前に確認

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成している。

２ 実施計画の作成

毎年度、実施箇所数、実施期間、重点事項を決めた計画を

作成している。

３ 計画に対する実施状況

計画数：６団体

実施数：６団体

４ 実施頻度

定期（１年に１回）

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有

２ 手法

実地
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３ 関係機関との連携

近畿運輸局観光部観光企画課と連携し、バス旅行を催行し

ている旅行業者に対し重点検査を実施

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

安全確保状況自己点検を実施させ、その報告書の提出を受

け、立入検査の際に自己点検実施状況の確認及び書面の保管

について確認

５ 検査方法の見直し

行っている。

結 果 １ 報告・復命

課長へ復命

重点検査については、観光庁観光産業課へ報告

２ 実施結果通知方法

検査等実施後速やかに原則として文書で通知、口頭で伝え

る。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

検査実施後改善措置を１５日以内に文書で報告させる。

改善状況については、書面で確認している。

４ 指導事項等の状況

４件

５ 検査状況の総括・分析等

毎年度課内で検査状況の分析と総括を行うことで、新規・

更新などの登録申請の際の指導に活用する。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っていない。

不適正事案への 軽井沢貸切バス事故を受け、貸切バスを用いた募集型企画旅行

対応 を実施している旅行業者に対し重点検査を実施

個 特になし

別

意

見
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整理番号：６

検査・監査名 社会福祉法人及び社会福祉施設の指導監査

検 根 拠 法 令 等 社会福祉法第５６条（社会福祉法人）

査 老人福祉法第１８条（特別養護老人ホーム、養護老人ホーム）、

等 社会福祉法第７０条（軽費老人ホーム、障害者支援施設）、児

の 童福祉法第４６条（児童福祉施設）、就学前の子どもに関する

概 教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第１９条（幼

要 保連携認定こども園）、生活保護法第４４条（救護施設）

目的及び内容 福祉サービスの利用者の利益の保護及び地域における社会福

祉の推進を図るとともに社会福祉事業の公明かつ適正な実施の

確保及び社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図り、もっ

て社会福祉の増進に資することを目的とするため、社会福祉法

人の運営、事業経営について指導監督等を行う。施設を運営し

ていく上で、人員や設備が十分かどうか等の観点から業務運営

を確認する。

対象及び対象数 対象社会福祉法人９４法人、対象社会福祉施設２２２施設

実 施 数 社会福祉法人５９法人、社会福祉施設１８８施設

法令・要綱等に 法人への指導監査･･年１回（全般的に適正な運営が行われてい

基づく実施頻度 る法人については２年に１回）の実地監査

施設への指導監査･･実地監査、書面監査を１年ごとに実施（児

童福祉施設は毎年度実地監査）

所 管 部 課 健康福祉部監査指導室

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 監査指導室、兼務職員（障害福祉課、長寿社会課、こども

等 家庭課、子育て支援課、保健予防課、地域福祉課） １９名

の ２ 実施内容

状 １施設等当たり、監査指導室職員等３～６名が１～３日で

況 実施している。

３ 実施職員に対する研修等

内部研修として、監査指導室主催で研修会等をしている。

外部研修として、国立保健医療科学院主催の研修に参加し

ている。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成している。

２ 実施計画の作成
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毎年度、個別の実施箇所、実施箇所数、実施期間、重点事

項、対象団体等への検査の実施頻度、実施方針を決めた計画

を作成している。

３ 計画に対する実施状況

計画数：５９法人 １８８施設

実施数：５９法人 １８８施設

４ 実施頻度

法人への指導監査･･年１回（全般的に適正な運営が行われ

ている法人については２年に１回）の実地監査

施設への指導監査･･実地監査、書面監査を１年ごとに実施

（児童福祉施設は毎年度実地監査）

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有

２ 手法

実地、書面

適正な運営を行っている法人は２年に１回の実地監査を受

けるが、その法人が運営する施設（児童福祉施設を除く。）

について、適正な運営がおおむね確保されていると認められ

る場合は、法人の実地監査を行わない年には、当該法人が運

営する施設に対する監査は、書面監査とする。

３ 関係機関との連携

健康福祉部地域福祉課、障害福祉課、長寿社会課、子育て

支援課、こども家庭課、医療政策部保健予防課と連携し、監

査指導室の兼務職員として、実地監査に同行し、監査の一部

を担う。

奈良市を除く１１市の福祉関係部門と連携し、監査の合同

実施を行う。

市の福祉部門と連携し、制度及び監査方法等の情報共有を

行う。

保健所と連携し、実地監査時と同日に保健所の特定給食施

設等の栄養指導が実施される場合は、施設監査項目である「給

食」部分と情報共有を行う。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

法人の内部監査（監事監査）の状況（根拠資料等）、施設

内の現金の取扱状況（小口現金及び入所者の預かり金に対す

る会計責任者の管理体制）

５ 検査方法の見直し

行っている。

結 果 １ 報告・復命

室長、法人所管課長及び施設所管課長へ復命

２ 実施結果通知方法

検査等実施約１か月後に文書で通知する。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法
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結果通知等から１か月以内に文書で報告させる。

改善状況については、書面で確認している。

４ 指導事項等の状況

１８３件

５ 検査状況の総括・分析等

次年度４月に、文書指摘事項について、法人運営、会計経

理、労務管理、利用者の処遇の各項目別に総括を行っている。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っている。

不適正事案への 事案なし

対応

個 特になし

別

意

見
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整理番号：７

検査・監査名 介護保険施設等及び障害福祉サービス事業者等の実地指導及び

監査

検 根 拠 法 令 等 介護保険法第２４条（介護保険施設等の実地指導）

査 介護保険法第７６条から第７７条まで、第８３条から第８４条

等 まで、第９０条、第９１条の２、第９２条、第１００条、第１

の ０３条、第１０４条、第１１５条の７から第１１５条の９まで、

概 旧介護保険法第１１２条、第１１３条の２、第１１４条（介護

要 保険施設等の監査）

障害者総合支援法第１１条第２項、児童福祉法第５７条の３の

３（障害福祉サービス事業者等の実地指導）

障害者総合支援法第４８条から第５０条まで、第５１条の２７

から第５１条の２９まで、児童福祉法第２１条の５の２１から

第２１条の５の２３まで（障害福祉サービス事業者等の監査）

目的及び内容 給付対象サービス等の質の確保及び給付の適正化を図るため、

給付対象サービスの取扱、介護報酬または給付費等にかかる費

用の請求等に関する事項について周知徹底させる。

対象及び対象数 介護保険サービスを行う事業所（８３７か所）及び施設（１１

１施設）、障害福祉サービスを行う事業所（６１８か所）及び

施設（２１施設）

実 施 数 介護保険サービスを行う事業所（６１か所）及び施設（３０施

設）、障害福祉サービスを行う事業所（５３か所）及び施設（６

施設）

法令・要綱等に 規定されていない。

基づく実施頻度

所 管 部 課 健康福祉部監査指導室

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 監査指導室 ５名

等 ２ 実施内容

の １事業所等当たり、監査指導室職員２～４名が２～５時間

状 で実施している。

況 ３ 実施職員に対する研修等

内部研修として、長寿社会課主催の研修に参加している。

外部研修として、国立保健医療科学院主催の研修に参加し

ている。

民間主催の研修も含め必要に応じて随時参加している。
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計 画 １ 実施要綱等の策定

作成している。

２ 実施計画の作成

毎年度、個別の実施箇所、実施箇所数、実施期間、重点事

項、対象団体等への検査の実施頻度を決めた計画を作成して

いる。

３ 計画に対する実施状況

計画数：１２０か所、３８施設

実施数：１１４か所、３６施設

４ 実施頻度

随時（施設 ３年に１回、事業所 ６年に１回目安）

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有

２ 手法

実地

３ 関係機関との連携

長寿社会課、障害福祉課と連携し、情報の共有を行う。市

町村と連携し、実地指導の合同実施、情報の共有を行う。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

実地指導と同時に行う業務管理体制確認検査による。

５ 検査方法の見直し

行っている。

結 果 １ 報告・復命

介護保険施設等については、室長及び長寿社会課長へ復命

障害福祉サービス事業者等については、室長及び障害福祉

課長へ復命

２ 実施結果通知方法

検査実施約１か月後に文書で通知する。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

結果通知等から１か月以内に文書で報告させる。

改善状況については、書面で確認している。

４ 指導事項等の状況

１８１件

５ 検査状況の総括・分析等

適宜、指摘事項を分析し、多いものを「実地指導時の主な

指導事項」としてまとめ指導に活かすとともに、県のホーム

ページでも公表し各事業所に注意を呼びかけている。また、

指導監査実施方針を毎年度見直し、面談方式による指導を導

入するなど検査対象の拡充に努めている。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っている。
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不適正事案への 事案なし

対応

個 特になし

別

意

見
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整理番号：８

検査・監査名 介護及び障害福祉サービス事業者業務管理体制確認検査

検 根 拠 法 令 等 介護保険法第１１５条の３３、第１１５条の３４、障害者総合

査 支援法第５１条の３、第５１条の４、第５１条の３２、第５１

等 条の３３、児童福祉法第２１条の５の２６、第２１条の５の２

の ７、第２４条の３９、第２４条の４０

概

要 目的及び内容 届出のあった業務管理体制の整備及び運用状況を確認し、介

護及び障害福祉サービスの健全かつ適正な運営の確保を図るた

め、サービス事業者の規模及び法人種別等に応じた適切な業務

管理体制が整備されているかを確認する。

対象及び対象数 介護及び障害サービスを行う団体１，０４８団体

実 施 数 ３６団体

法令・要綱等に 随時（おおむね６年に１回）

基づく実施頻度

所 管 部 課 健康福祉部監査指導室

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 監査指導室 ５名

等 ２ 実施内容

状 １団体当たり、監査指導室職員２～４名が２～５時間で実

況 施している。（実地指導と合わせて実施）

３ 実施職員に対する研修等

外部研修として、国立保健医療科学院主催の研修に参加し

ている。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成している。

２ 実施計画の作成

介護保険施設等及び障害福祉サービス事業者等の実地指導

の実施計画に合わせて実施

３ 計画に対する実施状況

計画数：３６団体

実施数：３６団体

４ 実施頻度

随時（おおむね６年に１回）

基準及び手法 １ 指導基準等の設定
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有

２ 手法

実地

３ 関係機関との連携

長寿社会課、障害福祉課、市町村と連携し、情報の共有を

行う。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

県が報告書に基づきヒアリングを行っている。

５ 検査方法の見直し

行っている。

結 果 １ 報告・復命

介護保険施設等については、室長及び長寿社会課長へ復命

障害福祉サービス事業者等については、室長及び障害福祉

課長へ復命

２ 実施結果通知方法

検査の結果、改善を要する事項がある場合は、文書で通知

する。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

結果通知等から１か月以内に文書で報告させる。

改善状況については、書面で確認している。

４ 指導事項等の状況

０件

５ 検査状況の総括・分析等

年度末に実施状況のとりまとめを行っている。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っていない。

不適正事案への 事案なし

対応

個 県の要綱でおおむね６年に１回検査を実施することとしているが、実施計画に

別 従って検査すると、この実施頻度が達成できない。事業所数、サービス内容等の

意 実態を勘案して要綱を見直すことも含め、要綱で規定する実施頻度で検査を実施

見 するよう努められたい。
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整理番号：９

検査・監査名 有料老人ホームに対する調査

検 根 拠 法 令 等 老人福祉法第２９条第９項

査

等

の 目的及び内容 高齢者の心身の健康の保持及び生活の安定のために入居契約

概 書の内容、施設の情報開示の状況、災害への対応状況、入居者

要 の身体拘束の状況、事故発生時の対応状況等について確認し、

必要に応じて指導する。

対象及び対象数 有料老人ホーム（有料老人ホームに該当するサービス付き高齢

者向け住宅を含む。）６５施設

実 施 数 延べ７０施設

法令・要綱等に 定期検査（１年に１回）

基づく実施頻度 随時検査（入居者からの苦情があった場合、重大な事故が起こ

った場合などで検査を行う必要があると認められる場合）

所 管 部 課 健康福祉部長寿社会課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 長寿社会課 ３名

等 ２ 実施内容

の 定期検査は書面により、全体で長寿社会課職員１名が５時

状 間で実施している。

況 随時検査は、長寿社会課職員２名が２～６時間で実施して

いる。

３ 実施職員に対する研修等

内部研修として、長寿社会課内で検討会を実施している。

外部研修として、国土交通省、厚生労働省主催の会議に参

加している。

全国有料老人ホーム協会及び全国特定施設事業者協議会機

関誌を利用して自習している。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成している。

２ 実施計画の作成

定期検査は、毎年度、実施期間、重点事項を決めた計画を

作成している。

３ 計画に対する実施状況

計画数：６５施設
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実施数：定期検査（５７施設）、随時検査（１３施設）

４ 実施頻度

定期検査（１年に１回）

随時検査（入居者からの苦情があった場合、重大な事故が

起こった場合などで検査を行う必要があると認められる場合）

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有

２ 手法

書面（定期検査）

事情聴取、実地（随時検査）

３ 関係機関との連携

市町村の福祉部局と未届け有料老人ホームの発生防止、虐

待の防止その他入居者の処遇に関することについて連携を行

う。

消防署と消防法の遵守その他火災に関することについて連

携を行う。

住まいまちづくり課、建築課、土木事務所と高齢者の居住

の安定確保に関する法律の遵守、建築基準法の遵守その他建

物の安全に関することについて連携を行う。

監査指導室と介護保険法の遵守その他入居者の処遇に関す

ることについて連携を行う。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

行っていない。

５ 検査方法の見直し

行っている。

結 果 １ 報告・復命

課長へ復命

関係がある場合は監査指導室長へ復命

２ 実施結果通知方法

速やかに口頭で伝える。

また、必要があれば、検査等実施１か月後に文書で通知す

る。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

速やかに文書で報告させる。

改善状況については、書面で確認している。

４ 指導事項等の状況

定期検査：０件

随時検査：１３件

５ 検査状況の総括・分析等

定期検査は、10月頃に契約における重要事項、身体拘束等

について不適切な運用がある場合には関係部局と連携し、適

宜指導する。随時検査についても、適宜、関係部局と連携し

指導している。
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６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っていない。

不適正事案への 全国的に未届け有料老人ホームが増加しているため、奈良県

対応 では同様の事例が発生しないよう、市町村等と連携し、有料老

人ホームを設置する場合には適切に届出を行うよう指導

不適切な事案（契約における重要事項の説明不備、身体拘束

等）について、自主点検調書で確認し、必要に応じて指導

施設内での事故発生に対し、再発防止策を講じるよう指導

その他、不適正及び不適切な運用がある場合には、関係部局

と連携し、適宜指導

個 定期検査について、原則として書面のみで実施し、立入調査を行っていない。

別 全国的には高齢者の虐待等の事例があり、厚生労働省からも定期的に立入調査を

意 実施されたいとの見解が示されていることから、定期的な立入調査を実施する必

見 要がないか検討されたい。
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整理番号：１０

検査・監査名 児童厚生施設指導監査

検 根 拠 法 令 等 児童福祉法施行令第３８条

査

等 目的及び内容 奈良県児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例に定

の めた児童厚生施設の設備及び運営について、その基準を遵守し

概 ているかどうかの実地検査を行うため、奈良県児童福祉施設の

要 設備及び運営の基準に関する条例の基準に沿って、書類及び設

備等の点検、従事者からの聴取を行う。

対象及び対象数 児童福祉法第３５条第３項及び第４項に規定する届出及び認可

対象の児童厚生施設４７か所

実 施 数 ０か所

法令・要綱等に １年に１回以上（児童福祉法施行令第３８条）

基づく実施頻度

所 管 部 課 健康福祉部こども・女性局子育て支援課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 －

等 ２ 実施内容

の －

状 ３ 実施職員に対する研修等

況 －

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成していない。

２ 実施計画の作成

作成していない。

３ 計画に対する実施状況

計画数：－

実施数：－

４ 実施頻度

－

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

無

２ 手法

－

３ 関係機関との連携
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－

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

－

５ 検査方法の見直し

－

結 果 １ 報告・復命

－

２ 実施結果通知方法

－

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

－

４ 指導事項等の状況

－

５ 検査状況の総括・分析等

－

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

－

不適正事案への 事案なし

対応

個 法令により１年に１回以上の検査を行うことが必要とされているにもかかわら

別 ず、実施されていない。検査の実施に向けて計画中とのことであるが、検査の必

意 要性を十分に認識し、早急に実施されたい。

見
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整理番号：１１

検査・ 監査名 認可外保育施設立入調査

検 根 拠 法 令 等 児童福祉法第５９条

査

等 目的及び内容 児童の福祉のため、適正な保育内容及び保育環境が確保され

の ているか否かを確認するため、保育に従事する者の数及び資格、

概 保育室等の構造設備及び面積、非常災害に対する措置、保育室

要 が２階以上の場合の条件、保育内容、給食、健康管理・安全確

保、利用者への情報提供、備える帳簿を確認する。

対象及び対象数 法に基づく届出対象施設１４施設、それ以外の施設（事業所内

保育施設）３８施設

実 施 数 届出対象施設 １６施設、それ以外の施設 ９施設

法令・要綱等に 届出対象施設は１年に１回、それ以外の施設は随時

基づく実施頻度

所 管 部 課 健康福祉部こども・女性局子育て支援課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 子育て支援課 ２名

等 ２ 実施内容

の １施設当たり、子育て支援課職員２名が４時間で実施して

状 いる。

況 ３ 実施職員に対する研修等

係内で内容等の情報共有を行っている。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成している。

２ 実施計画の作成

毎年度、個別の実施箇所、実施箇所数、実施期間を決めた

計画を作成している。

３ 計画に対する実施状況

計画数：届出対象施設 １８施設、それ以外 ９施設

実施数：届出対象施設 １６施設、それ以外 ９施設

４ 実施頻度

届出対象施設は１年に１回

それ以外の施設はおおむね３年に１回

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有
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２ 手法

実地

３ 関係機関との連携

市町村担当課と連携し、立入検査に同行、結果及び情報の

共有を行う。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

行っていない。

５ 検査方法の見直し

行っている。

結 果 １ 報告・復命

局長へ復命

２ 実施結果通知方法

検査等実施１か月以内に文書で通知する。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

結果通知等から１か月以内に文書で報告させる。

監査状況については、次回の検査で確認している。

４ 指導事項等の状況

３２件

５ 検査状況の総括・分析等

次年度６月までに、立入調査の結果の総括

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っている。

不適正事案への 保育施設における事故に対し、文書による注意喚起（市町村を

対応 通じて）、研修会での周知、情報提供

個 特になし

別

意

見
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整理番号：１２

検査・ 監査名 医療法第２５条第１項の規定に基づく立入検査

検 根 拠 法 令 等 医療法第２５条第１項

査

等 目的及び内容 病院が医療法及び関連法令により規定された人員及び構造設

の 備を有し、かつ、適正な管理を行っているか否かについて検査

概 することにより、病院を科学的で、かつ適正な医療を行う場に

要 ふさわしいものとする。

対象及び対象数 奈良市保健所管轄以外の５３病院、８３０診療所、５３助産所

実 施 数 ６２団体

法令・要綱等に １年に１回（病院）

基づく実施頻度 随時（法令等に違反する疑いがある場合）

所 管 部 課 医療政策部地域医療連携課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 地域医療連携課医療管理係 ３名

等 管轄保健所 １２名

の ２ 実施内容

状 １団体当たり、地域医療連携課職員２～３名（公的・公立

況 病院のみ）、管轄保健所８～１２名が４～７時間で実施して

いる。

３ 実施職員に対する研修等

各保健所内で個別勉強会を立入検査前に実施している。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成していない。（国の要綱等による。）

２ 実施計画の作成

毎年度、対象団体等への検査の実施頻度を決めた計画を作

成している。

３ 計画に対する実施状況

計画数：５３病院

実施数：６２団体

４ 実施頻度

１年に１回（病院）

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有

２ 手法
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実地

３ 関係機関との連携

奈良市保健所、近畿厚生局と連携し、結果・情報共有を行

う。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

行っていない。

５ 検査方法の見直し

行っている。

結 果 １ 報告・復命

所属長及び保険指導課長へ復命

２ 実施結果通知方法

検査等実施日より１か月以内に文書で通知、口頭で通知

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

結果通知等から１か月以内に文書で報告させる。

改善状況については、実地、書面で確認している。

４ 指導事項等の状況

２件

５ 検査状況の総括・分析等

次年度７月頃に、厚生労働省へ報告の際に総括を行ってい

る。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っていない。

不適正事案への 不適正と疑われる事案に対し、状況確認後に立入検査を実施

対応

個 特になし

別

意

見
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整理番号：１３

検査・監査名 社会医療法人の認定要件の確認

検 根 拠 法 令 等 社会医療法人の認定について（H20.3.31 医政発第0331008号

査 厚生労働省医政局長通知）第３の４（５）

等

の 目的及び内容 社会医療法人の認定要件である役員構成、並びに救急医療等

概 確保事業に係る実績等について、提出書類との整合性を診療録

要 などにより確認する。

対象及び対象数 社会医療法人５法人

実 施 数 ５法人

法令・要綱等に １年に１回

基づく実施頻度

所 管 部 課 医療政策部地域医療連携課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 地域医療連携課 ２名

等 ２ 実施内容

の １法人当たり、地域医療連携課職員２名が２～３時間で実

状 施している。

況 ３ 実施職員に対する研修等

検査に先立っての事前打ち合わせ及び現場でのOJTを行って

いる。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成していない。（認定要件が法令等に規定されている）

２ 実施計画の作成

作成していない。（毎年度、決算届提出後１か月程度に行

っているため）

３ 計画に対する実施状況

計画数：５法人

実施数：５法人

４ 実施頻度

１年に１回

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有

２ 手法

実地
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３ 関係機関との連携

行っていない。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

行っていない。

５ 検査方法の見直し

行っていない。

結 果 １ 報告・復命

課長へ復命

２ 実施結果通知方法

現地確認の結果、書類内容が認定要件を満たしていなけれ

ば、通知の必要がある。改善指導の実績なし

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

期限を定めず（事案により異なる。）、文書及び口頭で報告

させる。

４ 指導事項等の状況

０件

５ 検査状況の総括・分析等

行っていない。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っていない。

不適正事案への 事案なし

対応

個 特になし

別

意

見
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整理番号：１４

検査・監査名 柔道整復師法第２１条に基づく立入検査

検 根 拠 法 令 等 柔道整復師法第２１条第１項

査

等 目的及び内容 人員、構造設備及び衛生上の措置の確認のため、人員、構造

の 設備及び衛生上の措置を届出書類を元に確認を行う。

概

要 対象及び対象数 柔道整復師施術所４２７件

実 施 数 １５件

法令・要綱等に 随時（法令等に違反する疑いがある場合）

基づく実施頻度

所 管 部 課 医療政策部地域医療連携課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 地域医療連携課 ５名

等 郡山保健所、中和保健所、吉野保健所 １８名

の ２ 実施内容

状 １件当たり、地域医療連携課職員０～１名（基本的には保

況 健所のみ）、保健所職員２名が１～２時間で実施している。

３ 実施職員に対する研修等

検査に先立っての事前打ち合わせ及び現場でのOJTを行って

いる。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成していない。（要件が法令等に規定されている）

２ 実施計画の作成

作成していない。（法令等に違反する疑いがある場合に随

時行うため）

３ 計画に対する実施状況

計画数：－

実施数：１５件

４ 実施頻度

随時（法令等に違反する疑いがある場合）

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有

２ 手法

実地

３ 関係機関との連携
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行っていない。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

行っていない。

５ 検査方法の見直し

行っていない。

結 果 １ 報告・復命

所属長へ復命

２ 実施結果通知方法

多くの場合、検査当日に口頭で伝える。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

検査等実施、おおむね１週間～１か月程度後（事案により

異なる。）に口頭で報告させる。

改善状況については、実地で確認している。

４ 指導事項等の状況

０件

５ 検査状況の総括・分析等

行っていない。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っていない。

不適正事案への 事案なし

対応

個 特になし

別

意

見
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整理番号：１５

検査・監査名 医薬品医療機器等一斉監視指導

検 根 拠 法 令 等 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関す

査 る法律第６９条、毒物及び劇物取締法第１７条

等

の 目的及び内容 法律等に付随する義務の遵守状況の確認及び保健衛生上の危

概 害の発生や拡大を防止するため、業務運営全般（薬局等構造設

要 備規則に適合しているか、体制省令等への適合状況、管理者に

よる薬局等の管理状況、開設者が遵守すべき事項、医薬品の取

扱、医薬品等の広告）について確認を行う。

対象及び対象数 薬局３７６件、店舗販売業２９９件

実 施 数 薬局６８件、店舗販売業６４件

法令・要綱等に おおむね５年に１回

基づく実施頻度 ただし、不適正な事案があったもの、新規許可のもの等につい

ては、５年以内でも対象となる。

所 管 部 課 医療政策部薬務課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 薬務課薬物監視係、薬事・献血係 ８名

等 ２ 実施内容

の １件当たり、薬務課職員２名が０．５～１．５時間で実施

状 している。

況 ３ 実施職員に対する研修等

課内で打合せを行い、事例によってはその都度、課内で情

報共有をしている。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成している。

２ 実施計画の作成

毎年度、個別の実施箇所、実施箇所数、実施期間を決めた

計画を作成している。

３ 計画に対する実施状況

計画数：２８９件

実施数：１３２件

４ 実施頻度

おおむね５年に１回

ただし、不適正な事案があったもの、新規許可のもの等に

ついては、５年以内でも対象となる。
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基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有

２ 手法

実地

３ 関係機関との連携

行っていない。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

内部牽制を行っている法人に対しては、管理簿等の確認を

行っている。

５ 検査方法の見直し

行っている。

結 果 １ 報告・復命

課長へ復命

２ 実施結果通知方法

指導対象施設のみに文書を発出する。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

結果通知等から３週間後に文書で報告させる。

改善状況については、書面で確認している。

４ 指導事項等の状況

３９件

５ 検査状況の総括・分析等

１２月末に厚生労働省へ報告の際に総括を行っている。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っている。

不適正事案への 事案なし

対応

個 実施計画が定められていたが、計画した検査等の数を実施できなかった。計画

別 どおり実施できなかった理由について十分に検討し、実施計画を見直すことも含

意 め、計画どおりに検査等を実施できるよう努められたい。

見
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整理番号：１６

検査・監査名 旅館業法に基づく立入検査

検 根 拠 法 令 等 旅館業法第７条第１項

査

等 目的及び内容 営業の施設に立ち入り、その構造設備若しくはこれに関する

の 書類を検査することができるため、旅館業の施設が衛生基準に

概 従って運営されているかどうかを確認する。

要

対象及び対象数 ホテル２９件、旅館２７７件、簡易宿所２３４件

実 施 数 ホテル２５件、旅館７４件、簡易宿所６８件

法令・要綱等に 規定されていない。

基づく実施頻度

所 管 部 課 くらし創造部消費・生活安全課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 郡山保健所、中和保健所、吉野保健所、内吉野保健所

等 １６名

の ２ 実施内容

状 １件当たり、保健所職員２名が０．５～１時間で実施して

況 いる。

３ 実施職員に対する研修等

外部研修として、国立保健医療科学院主催の研修に参加し

ている。

また、年数回保健所の担当者での作業部会等を開催し、会

議の中で監視員間で情報を共有している。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成していない。（各保健所の担当者と会議を開催し、保

健所ごとに監視施設数を決めているため）

２ 実施計画の作成

毎年度、実施箇所数、重点事項を決めた計画を作成してい

る。

３ 計画に対する実施状況

計画数：２０８件

実施数：１６７件

４ 実施頻度

原則３年間に１回

基準及び手法 １ 指導基準等の設定
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有

２ 手法

実地

３ 関係機関との連携

行っていない。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

行っていない。

５ 検査方法の見直し

行っている。

結 果 １ 報告・復命

保健所長へ復命

２ 実施結果通知方法

検査等実施（浴場の水質検査等を実施した場合）１週間後

に文書で通知、検査当日に必要な是正事項を口頭で伝える。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

検査時に是正措置を告げ、後日現場で是正状況を確認して

いる。

４ 指導事項等の状況

０件

５ 検査状況の総括・分析等

年１回、検査対象数、頻度、項目の妥当性について行う。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っていない。

不適正事案への 事案なし

対応

個 実施計画が定められていたが、計画した検査等の数を実施できなかった。計画

別 どおり実施できなかった理由について十分に検討し、実施計画を見直すことも含

意 め、計画どおりに検査等を実施できるよう努められたい。

見
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整理番号：１７

検査・監査名 消費生活協同組合に対する指導検査

検 根 拠 法 令 等 消費生活協同組合法第９４条第２項

査

等 目的及び内容 消費生活協同組合（以下この表において「組合」という。）

の に法令、法令に基づいてする行政庁の処分、定款若しくは規約

概 を守らせるために必要があると認めるとき、又は組合の会計経

要 理が著しく適正でないと認めるときに、組合の適正な運営確保

と健全な発展に寄与するため、組合の業務及び会計の状況につ

いて指導検査を行う。

対象及び対象数 奈良県が認可をしている県内生協連合会及びその他１０生協

実 施 数 ３団体

法令・要綱等に 随時（おおむね５～６年に１回）

基づく実施頻度

所 管 部 課 くらし創造部消費・生活安全課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 消費・生活安全課 ２名

等 ２ 実施内容

の １団体当たり、消費・生活安全課職員２名（公認会計士１

状 名同行）が６時間で実施している。

況 ３ 実施職員に対する研修等

外部研修として、厚生労働省や近畿各府県持ち回り主催の

会議に参加している。

課内において法令内容の共有及び解釈事項の共有を随時実

施している。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成している。

２ 実施計画の作成

毎年度、個別の実施箇所、実施箇所数、対象団体等への検

査の実施頻度、過去の実施実績を決めた計画を作成している。

３ 計画に対する実施状況

計画数：３団体

実施数：３団体

４ 実施頻度

おおむね５～６年に１回
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基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有

２ 手法

実地、書面

実地検査実施日の前に提出された書面における検査を実施

し、その後、現地において実地の検査を実施する。

３ 関係機関との連携

行っていない。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

理事会、総（代）会の運営や規約類の整備状況、組合員の

管理体制等について、口頭又は書面を用いて確認し、検査を

実施している。

５ 検査方法の見直し

行っていない。

結 果 １ 報告・復命

課長へ復命

２ 実施結果通知方法

検査当日に口頭で伝える。

検査等実施３か月後に必要に応じて文書で通知する。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

結果通知等から１か月後に文書報告及び場合によっては口

頭で報告させる。

改善状況については、書面、口頭で確認している。

４ 指導事項等の状況

１件

５ 検査状況の総括・分析等

行っていない。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っていない。

不適正事案への 事案なし

対応

個 特になし

別

意

見
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整理番号：１８

検査・ 監査名 食品の製造・加工・販売施設に対する検査及び収去

検 根 拠 法 令 等 食品衛生法第２８条

査

等 目的及び内容 食品の安全性確保及び食品表示の適正確保のため、営業施設

の 等に臨検し、施設や帳簿書類等を検査する。また、食品等を収

概 去し、これを検査することにより流通食品の安全性及び食品表

要 示を確認する。

対象及び対象数 食品等事業者２６，０９８施設

実 施 数 １１，１９３施設

法令・要綱等に 随時（食中毒発生のリスク等を考慮して、監視指導の回数（１

基づく実施頻度 年に２回、１年に１回、２年に１回、適宜（おおむね５年に１

回））を決定）

所 管 部 課 くらし創造部消費・生活安全課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 消費・生活安全課食品安全推進係 ４名

等 郡山保健所、中和保健所、吉野保健所、内吉野保健所、食

の 品衛生検査所 ２０名

状 ２ 実施内容

況 １施設当たり、消費・生活安全課職員２名、保健所等職員

１～２名が０．２～４時間で実施している。

３ 実施職員に対する研修等

内部研修として、消費・生活安全課主催で研修会をしてい

る。

外部研修として、近畿府県市、厚生労働省、国立保健医療

科学院主催の研修会に参加している。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成していない。（条例等に規定）

２ 実施計画の作成

毎年度、実施箇所数、実施期間、重点事項、対象団体等へ

の検査の実施頻度を決めた計画を作成している。

３ 計画に対する実施状況

計画数：１０，９９６施設

実施数：１１，１９３施設

４ 実施頻度

随時（食中毒発生のリスク等を考慮して、監視指導の回数
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（１年に２回、１年に１回、２年に１回、適宜（おおむね５

年に１回））を決定）

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有

２ 手法

実地

３ 関係機関との連携

近畿厚生局健康福祉部食品衛生課と連携し、総合衛生管理

製造過程承認施設に対する合同立入検査を行う。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

行っていない。

５ 検査方法の見直し

行っている。

結 果 １ 報告・復命

所属長へ復命

２ 実施結果通知方法

収去検査は、検査等実施２～３週間後に文書で通知する。

施設の監視指導は、検査当日に口頭で伝える。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

措置状況の報告は求めていないが、措置状況は確認してい

る。

改善状況については、実地、書面、口頭で確認している。

４ 指導事項等の状況

８６件

５ 検査状況の総括・分析等

年度後期に次年度食品衛生監視指導計画を策定するに当た

り、分析を行っている。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っている。

不適正事案への 廃棄された食品の不正転売事件に対し、県内流通の有無を確認

対応

個 特になし

別

意

見
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整理番号：１９

検査・監査名 と畜場衛生監視

検 根 拠 法 令 等 と畜場法第１７条

査

等 目的及び内容 食用に供するために行う獣畜の処理の衛生確保を図るため、

の 施設及び食肉等の取扱が基準に適っているか確認する。

概

要 対象及び対象数 食肉センター１件

実 施 数 １件

法令・要綱等に 規定されていない。

基づく実施頻度

所 管 部 課 くらし創造部消費・生活安全課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 食品衛生検査所 ８名

等 ２ 実施内容

の １件当たり、食品衛生検査所職員１名が１～３日で実施し

状 ている。

況 ３ 実施職員に対する研修等

内部研修として、消費・生活安全課主催の研修会をしてい

る。

外部研修として、厚生労働省や全国食肉衛生検査所協議会

主催の研修会等に参加している。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成していない。（策定中）

２ 実施計画の作成

毎年度、実施体制を決めた計画を作成している。

３ 計画に対する実施状況

計画数：１件

実施数：１件

４ 実施頻度

開場日（１年に２３７回）

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有

２ 手法

実地、書面

施設の衛生状態については実地、管理記録等は書面
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３ 関係機関との連携

行っていない。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

行っていない。

５ 検査方法の見直し

行っている。

結 果 １ 報告・復命

食品衛生検査所長へ復命

厚生労働省へ一部報告

２ 実施結果通知方法

検査等実施１か月後に必要に応じて文書で通知し、と畜場

内に掲示する。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

行っていない。

４ 指導事項等の状況

０件

５ 検査状況の総括・分析等

年に１回、検査対象数、頻度、項目の妥当性について行う。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

－

不適正事案への 事案なし

対応

個 特になし

別

意

見
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整理番号：２０

検査・監査名 水質汚濁防止法に係る立入調査

検 根 拠 法 令 等 水質汚濁防止法第２２条第１項

査

等 目的及び内容 特定施設を設置する工場又は事業場（以下「特定事業場」と

の いう。）からの排出水による公共用水域及び地下水の水質の汚

概 濁の防止を図るため、特定事業場からの排出水の水質検査を行

要 う。

対象及び対象数 特定事業場２９９１事業場

実 施 数 １７２事業場

法令・要綱等に 規定されていない。

基づく実施頻度

所 管 部 課 くらし創造部景観・環境局環境政策課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 景観・環境総合センター ４名

等 ２ 実施内容

の １事業場当たり、景観・環境総合センター職員２名が１～

状 ２日で実施している。

況 ３ 実施職員に対する研修等

行っていない。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成していない。

２ 実施計画の作成

毎年度、実施箇所数、実施期間を作成している。

３ 計画に対する実施状況

計画数：１７０事業場

実施数：１７２事業場

４ 実施頻度

対象となる事業場から、検査の重要度に応じて選定

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有

２ 手法

実地

３ 関係機関との連携

行っていない。
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４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

行っていない。

５ 検査方法の見直し

行っていない。

結 果 １ 報告・復命

景観・環境総合センター所長へ復命

環境政策課へ報告

２ 実施結果通知方法

検査等実施１か月後に文書で通知する。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

違反の程度に応じて、期限を定め、文書、口頭で報告させ

る。

改善状況については、実地、書面、口頭で確認している。

４ 指導事項等の状況

１１件

５ 検査状況の総括・分析等

行っていない。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っていない。

不適正事案への 事案なし

対応

個 特になし

別

意

見
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整理番号：２１

検査・監査名 一般廃棄物処理施設に係る立入検査

検 根 拠 法 令 等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１９条第１項

査

等 目的及び内容 一般廃棄物の適正な処理の確保をするため、一般廃棄物処理

の 施設に立ち入り、施設や帳簿書類その他の物件を検査すること

概 により、廃棄物処理法の遵守状況を確認する。

要

対象及び対象数 一般廃棄物処理施設（ごみ処理施設３５件、し尿処理施設１４

件、最終処分場８件）

実 施 数 ０件

法令・要綱等に 処理施設の構造、維持管理について違反があった場合

基づく実施頻度

所 管 部 課 くらし創造部景観・環境局廃棄物対策課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 廃棄物対策課 ２名

等 景観・環境総合センター ２名

の ２ 実施内容

状 立入検査は、２名以上で実施する。

況 ３ 実施職員に対する研修等

外部研修として、近畿地方環境事務所主催の研修会に参加

している。

朝礼時に毎月１回、事例検討会を課内で実施している。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成している。

２ 実施計画の作成

作成していない。

３ 計画に対する実施状況

計画数：－

実施数：－

４ 実施頻度

－

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有

２ 手法

施設の状況によって適宜、適切な方法で立入検査を実施
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する。

３ 関係機関との連携

必要に応じて、関係機関に情報提供し、指導を行う。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

行っていない。

５ 検査方法の見直し

行っていない。

結 果 １ 報告・復命

行っていない。（立入検査実績がないため）

２ 実施結果通知方法

行っていない。（立入検査実績がないため）

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

行っていない。（立入検査実績がないため）

４ 指導事項等の状況

－

５ 検査状況の総括・分析等

－

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

－

不適正事案への 事案なし

対応

個 特になし

別

意

見
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整理番号：２２

検査・監査名 産業廃棄物処理業者等に係る立入検査

検 根 拠 法 令 等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１９条第１項

査

等 目的及び内容 産業廃棄物の適正な処理を確保するため、事業所、事務所等

の に立ち入り、施設や帳簿書類その他の物件を検査することによ

概 り、廃棄物処理法の遵守状況を確認する。

要

対象及び対象数 排出事業者、産業廃棄物処分業者７５事業者、産業廃棄物収集

運搬業者（積替え保管含む３８事業者、積替え保管含まない２，

６３１事業者）、産業廃棄物の不適正な処理を実施した者

実 施 数 ７，７８４件

（廃棄物対策課及び景観・環境総合センターの産業廃棄物関係

の立入検査数）

法令・要綱等に 規定されていない。

基づく実施頻度

所 管 部 課 くらし創造部景観・環境局廃棄物対策課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 廃棄物対策課 ８名

等 景観・環境総合センター ８名

の ２ 実施内容

状 立入検査は、２名以上で実施している。

況 ３ 実施職員に対する研修等

内部研修として、廃棄物対策課主催の勉強会を実施。

外部研修として、環境省、近畿ブロック産業廃棄物処理対

策推進協議会主催の研修等に参加している。

朝礼時に毎月１回事例検討会を課内で実施している。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成している。

２ 実施計画の作成

実施計画は策定していないが、産業廃棄物処分業者及び、

産業廃棄物の不適正な処理を実施した者等への検査を随時実

施している。

３ 計画に対する実施状況

７，７８４件

（廃棄物対策課及び景観・環境総合センターの廃棄物関係

の立入検査数）
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４ 実施頻度

随時

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有

２ 手法

事業場の状況によって適宜、適切な方法で立入検査を実施

する。

３ 関係機関との連携

必要に応じて、関係機関に情報提供し、指導を行う。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

行っていない。

５ 検査方法の見直し

行っている。

結 果 １ 報告・復命

課長へ復命

２ 実施結果通知方法

指摘事項については、検査時に口頭で指示するとともに、

必要に応じて文書指導を行う。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

報告期限は指導内容により、文書、口頭で報告させている。

指導内容により、実地、書面等で改善が講じられたかどう

か、確認している。

４ 指導事項等の状況

１４件の文書指導を行っている。

５ 検査状況の総括・分析等

随時、検査結果を踏まえ、検査体制等の見直しを行ってい

る。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っていない。

不適正事案への 不法投棄の早期発見・対応のため通報受付窓口（不法投棄ホ

対応 ットライン）を設け、不法投棄のほか、野外焼却等に関する通

報に対応している。

個 特になし

別

意

見
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整理番号：２３

検査・ 監査名 計量法に基づく立入検査

検 根 拠 法 令 等 計量法第１４８条

査

等 目的及び内容 適正な計量の実施を確保するため、取引や証明等に使用され

の る計量器で政令で定めるもの（特定計量器）の性能等、生活関

概 連物資で計量取引される可能性の多いもので政令で定めるもの

要 （特定商品）の表示量の正確さ等の検査を行う。

対象及び対象数 計量を伴う取引若しくは証明を実施する事業者、特定計量器を

製造・修理・販売する事業者等４６７５事業所（質量計使用者

３０９３事業者、証明事業者６５事業者、水道事業者３９事業

者、適正計量管理事業者２９３事業者、タクシー事業者２５２

事業者、ガソリンスタンド４９２事業者、届出製造事業者３事

業者、届出修理事業者２１事業者、販売事業者４１７事業者）

実 施 数 ２１事業者

法令・要綱等に 随時（法令違反の可能性がある場合）

基づく実施頻度

所 管 部 課 産業・雇用振興部産業振興総合センター

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 産業振興総合センター生活・産業技術研究部計量検定室

等 ４名

の ２ 実施内容

状 １事業所当たり、産業振興総合センター職員２～３名が０．

況 ５～２時間で実施している。

３ 実施職員に対する研修等

立入検査業務の一部を含む外部研修（産総研計量教習セン

ター、都道府県計量行政協議会、大阪府計量検定所等が開催）

に参加している。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成している。

２ 実施計画の作成

作成していない。

３ 計画に対する実施状況

計画数：－

実施数：２１事業者

４ 実施頻度
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随時（法令違反の可能性がある場合）

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有

２ 手法

実地

３ 関係機関との連携

都道府県計量行政協議会と連携し、情報共有を行う。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

行っていない。

５ 検査方法の見直し

行っていない。

結 果 １ 報告・復命

産業振興総合センター所長へ復命

２ 実施結果通知方法

検査終了後に現地で口頭、又は、文書を渡す。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

期限を定めず、口頭で報告させる。

改善状況については、実地、書面で確認している。

４ 指導事項等の状況

２１件

５ 検査状況の総括・分析等

職員間で、検査・指導等実施方法の確認、及び情報共有を

行っている。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っていない。

不適正事案への 事案なし

対応

個 特になし

別

意

見
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整理番号：２４

検査・ 監査名 職業能力開発促進法に基づく業務及び会計実地検査

検 根 拠 法 令 等 職業能力開発促進法第７４条第１項、第９０条

査

等 目的及び内容 技能検定関係業務の適切な運営を担保するため、会計検査及

の び採点業務の検査を行う。

概

要 対象及び対象数 奈良県職業能力開発協会１団体

実 施 数 １団体

法令・要綱等に 随時（必要があると認めるとき）

基づく実施頻度

所 管 部 課 産業・雇用振興部雇用政策課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 雇用政策課能力開発係 ２名

等 ２ 実施内容

の １団体当たり、雇用政策課職員２名が必要に応じて２～３

状 時間で実施している。

況 ３ 実施職員に対する研修等

検査実施の際、経験のある職員が現場で着眼点等検査の要

領を教える。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成していない。

２ 実施計画の作成

作成していない。（必要に応じて実施しているため。）

３ 計画に対する実施状況

計画数：－

実施数：１

４ 実施頻度

随時（必要に応じて）

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

無

２ 手法

実地、書面

会計検査については書面で審査し、採点業務については実

地で検査している。

３ 関係機関との連携
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行っていない。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

行っていない。

５ 検査方法の見直し

行っていない。

結 果 １ 報告・復命

課長へ復命

２ 実施結果通知方法

検査等実施１週間後に口頭で伝える。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

－

４ 指導事項等の状況

０件

５ 検査状況の総括・分析等

行っていない。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

－

不適正事案への 事案なし

対応

個 特になし

別

意

見
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整理番号：２５

検査・監査名 卸売業者に対する検査

検 根 拠 法 令 等 奈良県中央卸売市場条例第８１条第１項

査

等 目的及び内容 市場業務の適正かつ健全な運営を確保するため、受検業者の

の 業務又は財産に関する全般的な検査を行う。

概

要 対象及び対象数 中央卸売市場卸売業者青果部２社、水産物部２社

実 施 数 ４社

法令・要綱等に 随時（必要があると認めるとき）

基づく実施頻度

所 管 部 課 農林部中央卸売市場

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 中央卸売市場業務課 ６名

等 ２ 実施内容

の １社当たり、中央卸売市場職員４～５名が２～３日で実施

状 している。

況 ３ 実施職員に対する研修等

外部研修として、農林水産省主催の研修に参加している。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成している。

２ 実施計画の作成

毎年度、実施期間を決めた計画を作成している。

３ 計画に対する実施状況

計画数：４業者

実施数：４業者

４ 実施頻度

１年に１回

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有

２ 手法

実地

３ 関係機関との連携

農林水産省大臣官房検査・監察部、近畿農政局食品企業専

門官と連携し、検査職員研修受講、検査資料等の情報提供を

行う。



- 68 -

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

行っていない。

５ 検査方法の見直し

行っていない。

結 果 １ 報告・復命

中央卸売市場長へ復命

１年間の検査結果は農林部長へ報告

２ 実施結果通知方法

検査等実施後１か月後に口頭で伝える。

年度末に文書で通知する。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

－

４ 指導事項等の状況

０件

５ 検査状況の総括・分析等

行っていない。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っていない。

不適正事案への 事案なし

対応

個 特になし

別

意

見
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整理番号：２６

検査・ 監査名 水産業協同組合常例検査

検 根 拠 法 令 等 水産業協同組合法第１２３条第４項

査

等 目的及び内容 検査権に基づく実態検討を基礎として、検査対象者に対する

の 個別の指導監督の実を挙げ、もって検査対象者の正常な事業運

概 営を促進するため、業務又は会計の状況につき、帳簿検査その

要 他の検査を行う。

対象及び対象数 連合会１団体、漁業協同組合２１団体

実 施 数 ２団体

法令・要綱等に １年に１回（水産業協同組合法第１２３条第４項）

基づく実施頻度

所 管 部 課 農林部農業水産振興課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 農業水産振興課 ３名

等 ２ 実施内容

の １団体当たり、農業水産振興課職員２～３名が３時間で実

状 施している。

況 ３ 実施職員に対する研修等

行っている。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成していない。（国の要綱等を使用）

２ 実施計画の作成

毎年度、個別の実施箇所、実施箇所数、実施期間、対象団

体等への検査の実施頻度を決めた計画を作成している。

３ 計画に対する実施状況

計画数：５団体

実施数：２団体

４ 実施頻度

５年に１回程度

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有

２ 手法

実地

３ 関係機関との連携
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行っていない。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

組合内部の監査報告書等の確認

５ 検査方法の見直し

行っている。

結 果 １ 報告・復命

農林部次長へ復命

２ 実施結果通知方法

検査等実施１か月後に文書で通知する。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

結果通知等から６週間後に文書で報告させる。

改善状況については、書面で確認している。

４ 指導事項等の状況

２件

５ 検査状況の総括・分析等

検査計画作成時に前年度の検査状況の総括・分析を実施

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っていない。

不適正事案への 事案なし

対応

個 法令により毎年１回を常例として検査しなければならないこととされているに

別 もかかわらず、その頻度では実施できていない。所定の頻度で実施するよう努め

意 られたい。

見
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整理番号：２７

検査・監査名 農薬販売店立入検査

検 根 拠 法 令 等 農薬取締法第１３条第１項

査

等 目的及び内容 農薬販売の規制等を行うことにより、農薬の品質の適正化と

の その安全かつ適正な使用の確保を図り、もって農業生産の安定

概 と国民の健康の保護に資するとともに、国民の生活環境の保全

要 するため、県内の農薬販売店に対し、①農薬取締法の趣旨、内

容の周知、②届出事項の変更の有無、③帳簿の記載（種類別の

譲受渡の記載、保存等）について確認する。

対象及び対象数 農薬販売店６８１店舗

実 施 数 ４４店舗

法令・要綱等に 随時（必要な限度において、対象店舗から抽出して実施）

基づく実施頻度

所 管 部 課 農林部農業水産振興課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 農業水産振興課 ３名

等 北部・中部・東部・南部農林振興事務所 １０名

の ２ 実施内容

状 １店舗当たり、農業水産振興課職員２名、農林振興事務所

況 職員２名が１～４日で実施している。

３ 実施職員に対する研修等

内部研修として、農業水産振興課主催で研修会をしている。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成している。

２ 実施計画の作成

毎年度、個別の実施箇所、実施箇所数、実施期間を決めた

計画を作成している。

３ 計画に対する実施状況

計画数：４４店舗

実施数：４４店舗

４ 実施頻度

５年に１回

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有
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２ 手法

実地

３ 関係機関との連携

薬務課と連携し、一部毒劇物を含む場合に同行する。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

行っていない。

５ 検査方法の見直し

行っている。

結 果 １ 報告・復命

課長へ復命

２ 実施結果通知方法

検査当日に文書で通知する。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

期限を定めず、口頭で報告させる。

改善状況については、実地で確認している。

４ 指導事項等の状況

３０件

５ 検査状況の総括・分析等

年度末に検査結果のとりまとめを実施

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っていない。

不適正事案への 事案なし

対応

個 特になし

別

意

見
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整理番号：２８

検査・監査名 農業協同組合検査

検 根 拠 法 令 等 農業協同組合法第９４条第３項、第４項

査

等 目的及び内容 農業協同組合の正常な事業運営を促進し、健全な発達に資す

の るため、合法性、合目的性及び合理性の観点から、農業協同組

概 合の業務及び会計の状況を的確に把握することにより、個別の

要 指導監督の実を挙げる。

対象及び対象数 奈良県農業協同組合１組合

実 施 数 本店１ 支店等２５

法令・要綱等に 常例検査を１年に１回実施

基づく実施頻度 随時検査を必要に応じて実施

所 管 部 課 農林部農業経済課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 農業経済課検査係 ６名

等 ２ 実施内容

の １店当たり、農業経済課職員３～６名が常例検査（本店）

状 は６～７日、随時検査（支店等）は１～２日で実施している。

況 ３ 実施職員に対する研修等

内部研修として、課内で勉強会をしている。

外部研修として、農林水産省主催の研修に参加している。

各員の希望により自治研修所の能力開発研修等に応募して

参加している。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成している。

２ 実施計画の作成

毎年度、個別の実施箇所、実施箇所数、実施期間を決めた

計画を作成している。

３ 計画に対する実施状況

計画数：２４店舗

実施数：２５店舗

４ 実施頻度

１年に１回

随時（１年に２回（支店等へは前期・後期で実施）、必要

があると認める場合）



- 74 -

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有

２ 手法

実地

３ 関係機関との連携

農林水産省、金融庁と連携し、検査を合同で行う。（要請

検査）

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

内部及び外部監査の結果資料を取得し検査時の参考として

いる。

５ 検査方法の見直し

行っている。

結 果 １ 報告・復命

課長へ復命

２ 実施結果通知方法

検査当日に概要を書面及び口頭で伝え、検査等実施約１か

月後に文書で通知する。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

検査書による指摘から約１か月後に文書で報告させる。

改善状況については、ヒアリング等口頭での確認のほか、

実地で確認している。

４ 指導事項等の状況

３６件（指摘件数）

５ 検査状況の総括・分析等

年度末から年度当初頃に、次年度検査の計画等を立てる際

の内部での相談、意見交換等

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

－

不適正事案への 事案なし

対応

個 特になし

別

意

見
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整理番号：２９

検査・監査名 農業共済組合検査

検 根 拠 法 令 等 農業災害補償法第１４２条の２、１４２条の３

査

等

の 目的及び内容 農業災害補償制度における農業共済組合の事業運営の適正化

概 に資するため、合法性、合目的性及び合理性の観点から、農業

要 共済組合の業務又は会計の状況を把握し、不正又は不当な行為

の防止及び是正を図ることにより個別指導の実を挙げる。

対象及び対象数 農業共済組合７組合

実 施 数 ７組合

法令・要綱等に 常例検査を１年に１回実施

基づく実施頻度 随時検査を必要に応じ実施

所 管 部 課 農林部農業経済課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 農業経済課検査係 ７名

等 ２ 実施内容

の １組合当たり、農業経済課職員３～５名が４～７日で実施

状 している。

況 ３ 実施職員に対する研修等

外部研修として、農林水産省主催の研修に参加している。

職員の希望により自治研修所の能力開発研修等に応募して

参加している。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成している。

２ 実施計画の作成

毎年度、個別の実施箇所、実施箇所数、実施期間、重点事

項、対象団体等への検査の実施頻度を決めた計画を作成して

いる。

３ 計画に対する実施状況

計画数：７組合

実施数：７組合

４ 実施頻度

１年に１回

基準及び手法 １ 指導基準等の設定
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有

２ 手法

実地

３ 関係機関との連携

奈良県農業共済組合連合会と連携し、各種情報の共有を行

う。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

検査重点事項に、監事の機能・法令遵守体制の構築に向け

た取組状況・内部管理体制の構築に向けた取組状況の検証を

盛り込んでいる。検査中に監事会、監事監査、コンプライア

ンス会議、内部監査資料等の確認を行っている。

５ 検査方法の見直し

行っている。

結 果 １ 報告・復命

課長へ復命

２ 実施結果通知方法

検査当日に概要を書面及び口頭で伝え、検査等実施約１か

月後に文書で通知する。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

検査書による指摘から約１か月後に文書で報告させる。

改善状況については、実地で確認している。

４ 指導事項等の状況

８３件（指摘件数）

５ 検査状況の総括・分析等

年度末から年度当初頃に、次年度検査の計画を立てる際の

内部での相談、意見交換等を行う。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っている。

不適正事案への 他県での国庫補助金不正受給事案に対し、検査において国庫補

対応 助金の実績報告等を重点的に確認

個 特になし

別

意

見
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整理番号：３０

検査・監査名 森林組合常例検査

検 根 拠 法 令 等 森林組合法第１１１条第４項

査

等 目的及び内容 森林組合等の適正な運営と健全な発展を図り､経営管理の実効

の を確保し、森林組合制度の目的達成に努めるため、業務及び会

概 計の状況を合法性、合目的性及び合理性の観点から組織制度の

要 状況、定款・規約等の状況、経理の状況、財務の状況、業務の

状況を検査する。

対象及び対象数 森林組合２０組合

実 施 数 ９組合

法令・要綱等に １年に１回（森林組合法第１１１条第４項）

基づく実施頻度

所 管 部 課 農林部林業振興課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 林業振興課木材生産推進係 ５名

等 農林振興事務所 １名

の ２ 実施内容

状 １組合当たり、林業振興課職員２～４名、農林振興事務所

況 職員１名が４～５時間で実施している。

３ 実施職員に対する研修等

自治能力開発センターが実施する研修に参加

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成している。

２ 実施計画の作成

毎年度、個別の実施箇所、実施箇所数、実施期間を決めた

計画を作成している。

３ 計画に対する実施状況

計画数：１０組合

実施数：９組合

４ 実施頻度

２年に１回

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有

２ 手法
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実地

３ 関係機関との連携

近畿圏府県森林組合担当部局と連携し、森林組合検査担当

者会議を実施し、検査等に関する情報交換を行う。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

検査時に監事会資料を確認している。

５ 検査方法の見直し

行っていない。

結 果 １ 報告・復命

課長へ復命

２ 実施結果通知方法

検査等実施１～２週間後に文書で通知している。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

結果通知等から１～６か月後に文書で報告させる。

改善状況については、口頭で確認している。

４ 指導事項等の状況

３０件

５ 検査状況の総括・分析等

検査実施前に前回検査時の指摘事項、改善状況、組合の現

況等について、検査員が情報共有・意見交換等を実施してい

る。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っていない。

不適正事案への 事案なし

対応

個 法令により毎年１回を常例として検査しなければならないこととされているに

別 もかかわらず、その頻度では実施できていない。所定の頻度で実施するよう努め

意 られたい。

見
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整理番号：３１

検査・監査名 建設業法第３１条に基づく立入検査

検 根 拠 法 令 等 建設業法第３１条

査

等 目的及び内容 建設業許可申請及び経営事項審査申請の適正化並びに建設工

の 事の適正な施工の確保のため、営業所の実態及び許可要件の状

概 況について確認する。

要

対象及び対象数 県知事許可業者４，７９０者

実 施 数 ７２者

法令・要綱等に 随時（法令違反の疑いがある場合）

基づく実施頻度

所 管 部 課 県土マネジメント部建設業・契約管理課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 建設業・契約管理課建設業指導係 ４名

等 ２ 実施内容

の １業者当たり、建設業・契約管理課職員２名で実施してい

状 る。

況 ３ 実施職員に対する研修等

OJT、近畿ブロック会議で情報交換

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成している。

２ 実施計画の作成

作成していない。

３ 計画に対する実施状況

計画数：－

実施数：７２者

４ 実施頻度

－

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

無

２ 手法

実地

３ 関係機関との連携

国土交通省近畿地方整備局と連携し、合同立入調査の実施

（年４者程度）



- 80 -

施工現場への立入調査で不適切事例があった場合は、処分

対象になるかどうかの報告を技術管理課に行う。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

行っていない。

５ 検査方法の見直し

行っていない。

結 果 １ 報告・復命

課長へ復命

２ 実施結果通知方法

検査終了後、現地で検査結果を口頭で伝えている。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

－

４ 指導事項等の状況

１５件

５ 検査状況の総括・分析等

行っていない。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っている。

不適正事案への 建設業者の代表者が逮捕された新聞報道を受けて、指導監督

対応 を行った。

個 特になし

別

意

見
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整理番号：３２

検査・監査名 建築士事務所立入指導

検 根 拠 法 令 等 建築士法第２６条の２

査

等 目的及び内容 建築士事務所の立入指導を積極的に実施することにより、建

の 築士事務所の業務の適性運営を確保し、もって違反建築物の防

概 止及び建築物の質の向上を図るため、建築士事務所の業務運営

要 全般について、指導・監督を行う。

対象及び対象数 奈良県知事登録の建築士事務所９５２事務所（一級建築士事務

所７０４、二級建築士事務所２４６、木造建築士事務所２）

実 施 数 ２事務所

法令・要綱等に 随時（必要があると認めるとき）

基づく実施頻度

所 管 部 課 県土マネジメント部まちづくり推進局建築課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 建築課監察係 ５名

等 ２ 実施内容

の １件当たり、建築課職員２名が１．５～２時間で実施して

状 いる。

況 ３ 実施職員に対する研修等

検査経験者が未経験者に対し、「建築士事務所立入指導実

施の手引き」及び「建築士事務所立入指導調査票」に基づく

検査方法について、立入検査実施前にレクチャーを行うとと

もに、立入検査実施時に実地指導を行っている。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成していない。（国の要綱等を使用）

２ 実施計画の作成

作成していない。（必要があると認める都度のため）

３ 計画に対する実施状況

計画数：－

実施数：２事務所

４ 実施頻度

－

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有
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２ 手法

実地

３ 関係機関との連携

行っていない。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

行っていない。

５ 検査方法の見直し

行っていない。

結 果 １ 報告・復命

課長へ復命

２ 実施結果通知方法

検査等実施１か月後に文書で通知する。（建築士法の規定

を適正に履行されていない場合のみ）

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

結果通知等から１か月後に文書で報告させる。

改善状況については、書面で確認している。

４ 指導事項等の状況

９件

５ 検査状況の総括・分析等

行っていない。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っていない。

不適正事案への 事例なし

対応

個 特になし

別

意

見



- 83 -

整理番号：３３

検査・監査名 徴収収納委託先検査

検 根 拠 法 令 等 地方自治法施行令第１５８条第４項、第１５８条の２第３項

査

等 目的及び内容 地方自治体の歳入の確実な納付を担保するため、奈良県の歳

の 入の徴収事務あるいは収納事務について委託した委託先に対し

概 て、当該委託事務について、適正に実施されているか確認する。

要

対象及び対象数 委託契約１９件、委託先団体５５団体

実 施 数 １２団体

法令・要綱等に 原則３年に１回

基づく実施頻度

所 管 部 課 会計局会計課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 会計課国費決算係 ５名

等 ２ 実施内容

の １団体当たり、会計課職員２名が３～７時間で実施してい

状 る。

況 ３ 実施職員に対する研修等

内部研修として、会計課主催で説明会をしている。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成している。

２ 実施計画の作成

毎年度、個別の実施箇所、実施箇所数、実施期間を決めた

計画を作成している。

３ 計画に対する実施状況

計画数：１２団体

実施数：１２団体

４ 実施頻度

３年に１回

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

無（個々の状況について、過年度の検査結果指導状況を踏

まえて口頭注意・文書指摘・改善結果報告を求める文書指導

を実施している。）

２ 手法

実地、書面
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コンビニ収納の地方税の検査については、実地、書面

それ以外は、実地

３ 関係機関との連携

委託契約元所属と連携し、当日立会、委託先への連絡・調

整、検査結果指導事項について委託先と協議し改善・報告さ

せる。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

行っていない。

５ 検査方法の見直し

行っている。

結 果 １ 報告・復命

課長へ復命

全検査終了後、検査結果報告書等を会計管理者まで回覧

２ 実施結果通知方法

検査等実施２か月後に文書で通知している。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

結果通知等から１か月後に委託契約元所属を通して結果通

知・改善報告徴収をしており、是正状況を確認している。

４ 指導事項等の状況

５件

５ 検査状況の総括・分析等

行っていない。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っていない。

不適正事案への 事案なし

対応

個 特になし

別

意

見
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整理番号：３４

検査・監査名 警備業者に対する立入検査

検 根 拠 法 令 等 警備業法第４７条

査

等 目的及び内容 警備業務の実施の適正を図るため、警備業務全般について、

の その状況又は帳簿、書類その他の物件を検査する。

概

要 対象及び対象数 奈良県公安委員会認定業者１１１件、営業所１４９件、基地局

４件、待機所５１件

実 施 数 営業所１２６件、基地局１件

法令・要綱等に １年に１回

基づく実施頻度

所 管 部 課 警察本部生活安全部生活安全企画課

検 実 施 体 制 １ 体制及び人数

査 生活安全企画課許認可審査室 ３名

等 警察署 ３名前後

の ２ 実施内容

状 １か所当たり、生活安全企画課職員１～２名、警察署職員

況 ２名が１～２時間で実施している。

３ 実施職員に対する研修等

内部研修として、生活安全企画課主催の研修会等をしてい

る。

外部研修として、警察庁生活安全企画課主催の研修に参加

している。

計 画 １ 実施要綱等の策定

作成している。

２ 実施計画の作成

毎年度、個別の実施箇所、実施箇所数、実施期間を決めた

計画を作成している。

３ 計画に対する実施状況

計画数：１４９件

実施数：１２７件

４ 実施頻度

１年に１回

基準及び手法 １ 指導基準等の設定

有
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２ 手法

実地

３ 関係機関との連携

行っていない。

４ 団体等の内部牽制機能に関する検査

行っていない。

５ 検査方法の見直し

行っている。

結 果 １ 報告・復命

警察署は、実施結果を速やかに警察本部に報告し、警察本

部は、県下全警察署の結果を年次報告として警察庁へ報告す

る。

２ 実施結果通知方法

違反があった場合は文書で通知する。

３ 指導に対する改善報告等の徴収及び改善状況の確認方法

警備業法第４８条に基づく指示処分を行った場合、指示書

において、処分ごとに期限を定めて是正措置を文書で報告さ

せるとともに、現地で是正状況を確認する。

４ 指導事項等の状況

１０件

５ 検査状況の総括・分析等

１月頃に、警備業の現状や警備員に対する指導及び教育の

実施状況。

６ 検査結果の関係団体等への情報提供

行っている。

不適正事案への 事件・事故等の不適正事案に対しては、当該営業所等への緊

対応 急の立入検査等を実施している。

個 特になし

別

意

見
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